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「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律案」の衆議院通過についての談話
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１．2月23日、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律案（以下、「給与に関する法案」）が衆議院で可決された。連合は、労働基本権の回復などを盛り込んだ国家公務員制度改革関連四法案（以下、「関連四法案」）とセットで成立させることを強く求めているが、給与に関する法案のみが先行し、「関連四法案」については審議入りの見通しすら立っていないことは極めて遺憾である。

２．「給与に関する法案」には、①2011年度は人事院勧告の実施に伴う昨年4月以降の年間調整を行うこと、②2012・2013年度は人事院勧告実施分を含めて平均給与を7.8％引き下げることが盛り込まれている。人事院勧告見送りの閣議決定が覆ったことは、残念である。

３．「関連四法案」については、2月17日の民主・自民・公明三党の政調会長会談で「審議入りと合意形成に向けての環境整備を図る」ことが合意されている。また、2008年に民主・自民・公明三党の共同修正により成立した国家公務員制度改革基本法においては、法施行後３年以内に自律的労使関係制度の法制上の措置をはかること等が定められており、与野党は、「関連四法案」について、速やかに審議入りすべきである。

４．連合は、この間、政府とのトップ会談や定期協議、民主党との政策協議などを通じ、民主的公務員制度改革と労働基本権の回復に取り組んできた。引き続き、関係組織と連携し、関連四法案の速やかな審議入りと今国会での成立にむけ、全力で取り組む。
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